科目名称： 工学倫理
モジュール名称： 11　技術者の倫理的行動を支援するシステム
講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

-技術者の倫理的行動である内部告発と内部告発者の保護に関しての日本および世界の状況について理解する。

-内部告発に至らずにすむ企業の環境整備として行われている倫理オフィスの設置など企業内の活動について知る。

-内部告発と内部告発者の保護に関わる法整備の現在の状況について学ぶ。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル：企業の一員としての技術者 
ノート：技術者の多くは企業の一員として働いている。したがって技術者は「企業の一員」として、利潤を追求するという義務も果たさなければならない。そして技術者が直面するジレンマの多くは、「技術者でもあり、企業の一員でもあること」に由来する。技術者はまず安全性を重視しなければならないが、企業の一員としては営業上の判断を優先しなければならない場合もでてくる。 

企業の一員としての技術者には「企業(雇用者)に対する忠誠の義務」があるが、他にも様々な義務がある。まず技術者は、欠陥のある製品、言い換えれば事故を起こす可能性の高い、つまり「許容不可能」なリスクのある製品や、健康に悪影響のある製品を市場に出してはならない。また技術者には環境を守る義務もある。また技術者に限らず、企業の一員には、法律や各種の指針を遵守する義務(コンプライアンス)もある。 

技術者は技術に関わる倫理問題以外の、企業倫理に関わる問題にも直面する。例えば、自社の不正な経理を発見することもあるだろう。そのような企業内の不正をマスコミなどに告発することによって、問題を解決しようとすることは「内部告発(ホイッスル・ブローイング)」と呼ばれている。これについては後で詳しく検討しよう。

しかし内部告発を行う前には、他の選択肢も十分に検討しなければならない。外部に内部告発をしないで問題を解決できるなら、それにこしたことはない。まずマスコミなどの外部機関に告発するのではなく、信頼できる仲間や上司、あるいは企業のしかるべき部署に相談することが必要である。しかしそのためにはまずそのような倫理担当部署が企業の中に存在していなければならない。一方企業は、問題をもみ消したり、問題を抱えている社員を解雇したりするのではなく、そのような社員のために、企業全体で問題を共有して問題を解決できるシステムをつくらなければならない。そしてそのようなシステムをつくるためにまず必要になるのは企業の倫理綱領であろう。

ページ２ サブタイトル：企業倫理綱領・行動基準 
ノート：最近「倫理綱領」や「行動基準」を作成する企業が増えている。これは各企業が倫理的な制度の重要性に気づいたことの一つの表れだ。企業の存続のためには、企業が倫理的にふるまうことが必要だということが広く認識されてきたからだ。

このように企業倫理の重要性について日本で広く認識されるようになった背景には、雪印乳業の集団食中毒事件、三菱自動車のリコール隠し、日本ハム・雪印食品の牛肉偽装事件、東京電力の原子炉のシュラウドの亀裂に関するデータ改竄といった、連続する企業の不祥事があった。

企業の倫理綱領は、倫理委員会などの制度を企業がつくるための設計図となるものであり、また各社員の倫理的な判断の基準ともなるものである。企業の倫理綱領は「行動基準」や「行動憲章」などと呼ばれることもある。

また各社の倫理綱領の内容は業種によっても様々であるが、概して以下のような項目があげられている。

【表】  倫理綱領にあげられることの多い項目

・一般的なこと                       企業の社会的責任 

・消費者・使用者の安全               消費者の安全と健康の確保

・取引先に対する義務・公正な取引      賄賂の禁止

関係官庁・取引先などへの贈答・接待に関する制限

取引先などからの贈答・接待供応に関する制限

取引先・納入業者に対する公平な取扱

自社株インサイダー取引の禁止

・コンプライアンス(法律・業界規約・        独占禁止法の遵守 

公的ガイドラインの遵守)

・環境の保護 地球環境の保護          地域の環境の保護

・企業に対する従業員の義務            従業員による会社資産の私的使用の禁止

自社開発の技術情報に関する守秘義務

・従業員に対する企業の義務            従業員の差別的取扱の禁止(思想・信条・宗教・
出身地・国籍・身体障害による差別の禁止)

セクシャル・ハラスメントの禁止

従業員のプライバシー保護

・顧客に対する義務                   顧客満足度向上への貢献

顧客の個人情報の保護

・地域社会に対する義務               地域社会への配慮・貢献 地域住民の安全・健康
への配慮 
・国際的なビジネスに関する義務         海外営業拠点における現地での法令の遵守・現地
の文化の尊重

・その他                             反社会的勢力との決別

            またせっかく倫理綱領をつくってもそれが社員に周知されなければ意味がない。倫理綱領を印刷したパンフレットをつくって職員に配布する、倫理綱領をインターネットやイントラネットに掲示するといった作業が必要になる。また倫理綱領をインターネットに掲示することは、社外に対して自社がそのような「倫理綱領」を守ることを宣言することにもなる。

ページ３ サブタイトル：倫理担当部署と倫理委員会
ノート：倫理綱領は倫理的にふるまおうとする社員を守るための制度をつくるための設計図でしかなく、倫理綱領に示された価値観は具体的なシステムとして形にしなければならない。重要なのは、企業の内部で問題を解決できるようなシステムをつくることであり、そのためにはまず何らかの不正 (検査データの改竄など)を見つけた人が、それを訴えることができる「倫理担当部署」が必要だ。現時点では、そのような倫理問題については、法務部や「コンプライアンス部」が担当していることが多い。

また倫理綱領に実効性を持たせるためには、そのような「倫理担当部署」とは別に、個々の倫理問題について審議して、深刻な問題については問題社員を解雇するといった形で対処できる、強い権限をもった「倫理委員会」が必要になる。こういった企業倫理委員会は、法務、人事などの役員から構成されていることが多いようである。こうした企業倫理委員会とは別に、技術者倫理に特化した委員会を設置する企業も現れている。

また個々の社員が倫理的な問題に直面した場合に、そのような問題について倫理担当部署や倫理担当役員に報告したり相談したりすることができるシステムも必要である。電話でのホットラインや、メールなどによって、問題に直面した社員がしかるべき部署や担当者とコンタクトをとることができるようにしておく必要がある。例えばテキサス・インスツルメンツという企業は、エシックス・カードというカードをつくっている。エシックス・カードには社員が倫理的問題を感じた場合に連絡をとることができる倫理担当部署の連絡先が書かれていて、しかも複数の部署の連絡先が書かれているので、もみ消される心配はない。そしてエシックス・カードには以下のように書かれている。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――

もし判断に迷ったら

「それ」は法律に触れないだろうか。

「それ」はテキサス・インスツルメンツの価値基準に合っているだろうか。

「それ」をすると良くないと感じないだろうか。

「それ」が新聞に載ったらどう映るだろうか。

「それ」が正しくないとわかっているのに、やっていないだろうか。

不明な点がありましたら、納得いくまで上司そのほか関係者に確かめて下さい。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――

ここにあげられていることは、個々の社員が、自分が行おうとしている行為の是非を判断するための基準である。

何らかの懸念をもっている人が、企業の中の倫理担当部署や、倫理問題を担当する役員に問題を報告した場合に、その報告を受けた倫理担当役員がその問題事例を「倫理委員会」に報告したり、審議したりするときには、その通報者が誰なのかがわからないような形で、その問題を報告しなくてはならない。倫理担当役員は、その通報者が誰であるかはわかっていても、他の社員にはその通報者が誰なのかはわからない。このような形をとれば通報者を守ることができるはずである。通報者が不利にならないようにすることは、企業の中に倫理的価値を実現するために最も必要なことの一つであろう。

ページ４ サブタイトル：連邦量刑ガイドライン(federal sentencing guideline) 
ノート：このガイドラインは1991年に制定されたが、このガイドラインが制定されるきっかけは、アメリカの軍需関連産業における深刻な腐敗であった。アメリカの軍需関連企業の多くは、独占企業であるために腐敗がすすみ、不祥事が多発していた。このガイドラインはそれに対する対策として制定されたものである。この制度は、起こった犯罪に罰を与えるだけではなく、企業が不祥事の防止のために努力している場合には、その努力にむくいることを意図している。

このガイドラインは、日頃から企業犯罪の防止のための努力をしている企業とそうでない企業とで、罰の重さを変えるという発想に基づいている。たとえば企業の中で同じ犯罪が起こっても、それが企業ぐるみのものであったり、同じ犯罪を繰り返したりしている場合には罰金を高くする。一方、不祥事防止のために「違法行為を予防・発見するための有効なプログラム」をつくって、具体的な努力をしている企業では罰金を少なくする。つまり企業の中で同じ犯罪が起こっていても、日頃から企業犯罪の防止のために、企業倫理研修を行っている企業や、倫理担当の職員をおいている企業では、罰金の額を少なくした。

つまり企業の中で同じ犯罪が起こっていても、日頃から企業犯罪の防止のために、企業倫理研修を行っている企業や、倫理担当の職員をおいている企業では、罰金の額を少なくした。組織ぐるみの犯罪が行われた場合には、標準の罰金に対して最高４倍まで罰金を増やし、一方犯罪の防止のために努力している企業では、標準の20分の１まで量刑を下げた。仮に標準の罰金額が1000万ドルであるとすると､重い場合にはその４倍の4000万ドルという額の罰金が科される。一方、企業犯罪防止のために努力している企業に対しては、その二十分の一の50万ドルの罰金しか科されない。このように倫理対策のために努力しているかどうかで、罰金の差は80倍にもなる。日本でもこのような制度が導入されれば、各企業が倫理対策のための努力をするようになるであろう。

違法行為を予防・発見するための有効なプログラム

　　　　　　　　　

第一に、不正行為を未然に防ぐために社員が従うべき倫理規定があり、さらにそれを具体化するための手続きが確立されていること。

第二に、その規定と手続きが正しく守られているかどうかを監督する責任者を任命しておくこと。またその責任者は地位が高い人でなければならない。

第三に、「不正行為にかかわる可能性がある」と予想される人物を権限の強い職に任命しないこと。

第四に、社員に倫理トレーニングへの参加を義務づけるか、あるいはどのように行動すべきかを説明したパンフレットなどを社員に配布すること。こういったことによって倫理規定と手続きをすべての従業員に周知徹底させなければならない。

第五に、社員の不正行為を発見するための監査制度をつくること。さらに社員が報復を恐れることなく、不正行為を通報できるような報告制度を導入し、さらにその制度の存在を社員に知らせておくこと。

第六に、適切な懲罰制度をつくっておくこと。その中には、不正を発見できなかった者に対する懲罰も含まれる。

第七に、不正行為が発見された場合は、将来同様の不正行為が二度と起こらないようにするための措置を講ずること。それには、既存の「違法行為予防発見プログラム」の改善も含まれる。

ページ５ サブタイトル：内部告発
ノート：内部告発とは、自分の属する組織の中で不正な行為や不法行為が行われている事実を知った組織のメンバーが組織の外部に向けてそれを“公表する”ことである。“公表する”は　going publicと表現される。内部告発の形態としては、①「内的」内部告発ｖｓ「外的」内部告発、②個人的な内部告発ｖｓ非個人的な内部告発、③政府部門の内部告発ｖｓ民間部門の内部告発、に分類される。

内部告発は、技術者の説明責任「技術的な作業によって、ある範囲の人々に少なからぬ危険がおよぶ場合、そのすべての人々に適切に情報を伝え、その人々が危険について合意するかしないかを十分確認できる機会を設ける」 から行うことが必要な場合が出てくる。
　企業の不祥事は内部告発で発覚する例が多い。２０００年に発覚した三菱自動車工業のリコール隠しは、当時の運輸省（現国土交通省）に寄せられた社員からと見られる匿名の通報がきっかけだった。２００２年の雪印食品による牛肉の原産地表示の偽装は、取引業者の警察への通報で明るみに出た。

大手企業では、内部告発の相談窓口を設けるなど不祥事を防ぐ取り組みが広がっているが、内部告発を行いやすい環境をさらに整えるのが、法整備の目的だ。海外では、イギリスで１９９９年に「公益開示法」が施行され、犯罪や法律違反行為などの内部告発を保護しており、日本の法案もこれを参考にしている。ニュージーランドにも同様の制度があり、アメリカでは公的部門、金融・証券など個別分野ごとに告発を保護する連邦法がある。

ページ６ サブタイトル：内部告発の条件
ノート：内部告発は、する側にとってもされる側にとっても非常に破壊力のある諸刃の剣なので、取扱に十分注意すべき手段である。したがって、内部告発を行う条件というものを決めておかねばならない。
米国の哲学者ディジョージは、次のような条件を提示している。

(1) 一般の人々に深刻な害を及ぼすと予想される。

(2) 自分の上司に報告した。

(3) 社内でやれることは全部やった。

これら3つの条件を満たしていれば、内部告発に踏み切っても誰かに非難されるいわれはない、ということになる。もちろん、実際にはいろんな形で非難されたり嫌がらせをされたりするであろう。しかし、ここでのポイントは、3つの条件を満たす場合には、そういう非難や嫌がらせの方が間違っているということを社会で認めてもいいだろう、ということである。さらに2つの条件が挙げられる。

(4) 予想される被害や自分の状況認識について人を納得させるだけの証拠がある。

(5) 危険に見合うだけの成功の可能性がある。

前の3つと合わせて5つすべての条件を満たしている時には、内部告発に踏み切らなければならない、ということになる。要するに、危険が予想されていて、証拠も十分で、事態改善が確実にできそうな見込みがあるのなら、社内で解決できないままあきらめてはいけない、ということである。

ページ７ サブタイトル：告発者の保護
ノート：イギリスには公益開示法というものがある。この法律は、1996年雇用権利法に内部告発者保護規定を加えるという形で1998年に法制化された。簡単に説明すると、この法律の核心は、条件を満たした適切な内部告発をした労働者には不当な扱いをされない権利があるということを文章にしてはっきりと保障している、という点にある。さらに、この法律に反するような契約は無効化する、ということまで書かれている。もちろん、不当な処分をされた内部告発者は雇用審判所に異議申し立てをして、元の職場に戻ること、転職を手伝ってもらうこと、補償金を払ってもらうことなどを要求することができる。

公益開示法（イギリス、1998年制定）

a)犯罪が行なわれたか、行なわれているか、または行なわれるおそれがあること

b)法律上の義務が履行されなかったか、履行されていないか、または履行されないおそれがあること

c)誤審が生じたか、生じているか、または生じるおそれがあること

d)人の健康もしくは安全が危険にさらされたか、さらされているか、またはさらされるおそれがあること

e)環境が破壊されたか、破壊されているか、または破壊されるおそれがあること

f)全各号のいずれかに該当する事態についての情報が故意に隠匿されたか、されているか、またはされるおそれがあること

ページ８ サブタイトル：公益通報者保護の法律制定へ 
ノート：消費者などの利益を守るため、企業や行政機関の不祥事を告発した人が解雇や減給、降格処分などを受けないよう保護することが必要である。内部告発により明るみに出た企業不祥事では、告発者が不利益を受けるケースもあり、これを保護すべきだとの機運が盛り上がり、日本でも、内部告発に関する保護法を制定するのに機が熟してきた。

企業のコンプライアンス確保のためにも、それは必要なはずである。その際に、告発（通報）すべき情報の範囲、通報先、通報の方法、不利益の禁止等についてきちんと定めることが重要である。

このため、国民生活審議会消費者政策部会は２００３年５月、公益通報者保護制度の導入を提言、内閣府が法案提出へ向けた作業を進めてきた。告発で多いとみられるのは、談合や廃棄物の不法投棄といった経済犯罪だが、対象となる法令として明示されたのは刑法や食品衛生法など７つだけ。政令で定める法令に独禁法などが含まれるかが焦点となる。 
ページ９ サブタイトル：公益通報者保護法案 
ノート：「公益通報者保護法案」が2004年3月に通常国会に提出された。国民生活審議会の提言を受け、昨春以来、内閣府が作業を進めてきたもので、その目的はもちろん、企業などの不正行為を告発した従業員らを守ることにある。 

提出された法案は、企業従業員や派遣労働者、公務員らが刑法などの法令に違反する行為を告発した場合、それを理由とした解雇や派遣契約の解除を無効とし、降格や減給など不利益な扱いも禁じている。 

しかし、内閣府が昨年示した骨子案と比べ、さまざまな点で「後退」が目立ち、実効性に疑問符がつくことは否めない。 当初、「犯罪が生じる恐れ」としていた保護対象範囲は、「まさに生じようとしている場合」へと変更され、条件が厳しくなっている。

告発者を不当に扱った違反者への罰則がない点も不備といえ、内部告発を社会正義実現のための手段として位置付けようとする意思が全体的に薄れた印象もある。 

政府・与党は会期中に法案成立を図り、2006年から新制度をスタートさせたいとしているが、肝心の法案内容には不備な点が少なくない。実効ある制度実現には何が必要か、政府案の修正も含め、虚心坦懐に審議を進めていくことが大切だ。 

公益通報者保護法(案)

　2004年３月９日閣議決定、国会上程

（目的）
第一条　この法律は、公益通報をしたことを理由とする公益通報者の解雇の無効等並びに公益通報に関し事業者及び行政機関がとるべき措置を定めることにより、公益通報者の保護を図るとともに、国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法令の規定の遵守を図り、もって国民生活の安定及び社会経済の健全な発展に資することを目的とする。

（定義）
第二条　この法律において「公益通報」とは、労働者（労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号）第九条に規定する労働者をいう。以下同じ。）が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、その労務提供先（次のいずれかに掲げる事業者（法人その他の団体及び事業を行う個人をいう。以下同じ。）をいう。以下同じ。）又は当該労務提供先の事業に従事する場合におけるその役員、従業員、代理人その他の者について通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、当該労務提供先若しくは当該労務提供先があらかじめ定めた者（以下「労務提供先等」という。）、当該通報対象事実について処分（命令、取消しその他公権力の行使に当たる行為をいう。以下同じ。）若しくは勧告等（勧告その他処分に当たらない行為をいう。以下同じ。）をする権限を有する行政機関又はその者に対し当該通報対象事実を通報することがその発生若しくはこれによる被害の拡大を防止するために必要であると認められる者（当該通報対象事実により被害を受け又は受けるおそれがある者を含み、当該労務提供先の競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある者を除く。次条第三号において同じ。）に通報することをいう。
　一　当該労働者を自ら使用する事業者（次号に掲げる事業者を除く。）
　二　当該労働者が派遣労働者（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号。第四条において「労働者派遣法」という。）第二条第二号に規定する派遣労働者をいう。以下同じ。）である場合において、当該派遣労働者に係る労働者派遣（同条第一号に規定する労働者派遣をいう。第五条第二項において同じ。）の役務の提供を受ける事業者
　三　前二号に掲げる事業者が他の事業者との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う場合において、当該労働者が当該事業に従事するときにおける当該他の事業者
２　この法律において「公益通報者」とは、公益通報をした労働者をいう。
３　この法律において「通報対象事実」とは、次のいずれかの事実をいう。
　一　個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として別表に掲げるもの（これらの法律に基づく命令を含む。次号において同じ。）に規定する罪の犯罪行為の事実
　二　別表に掲げる法律の規定に基づく処分に違反することが前号に掲げる事実となる場合における当該処分の理由とされている事実（当該処分の理由とされている事実が同表に掲げる法律の規定に基づく他の処分に違反し、又は勧告等に従わない事実である場合における当該他の処分又は勧告等の理由とされている事実を含む。）
４　この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。
　一　内閣府、宮内庁、内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項若しくは第二項に規定する機関、国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項に規定する機関、法律の規定に基づき内閣の所轄の下に置かれる機関若しくはこれらに置かれる機関又はこれらの機関の職員であって法律上独立に権限を行使することを認められた職員
　二　地方公共団体の機関（議会を除く。）

（解雇の無効）
第三条　公益通報者が次の各号に掲げる場合においてそれぞれ当該各号に定める公益通報をしたことを理由として前条第一項第一号に掲げる事業者が行った解雇は、無効とする。
　一　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する場合当該労務提供先等に対する公益通報
　二　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由がある場合当該通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関に対する公益通報
　三　通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると信ずるに足りる相当の理由があり、かつ、次のいずれかに該当する場合その者に対し当該通報対象事実を通報することがその発生又はこれによる被害の拡大を防止するために必要であると認められる者に対する公益通報
　　イ　前二号に定める公益通報をすれば解雇その他不利益な取扱いを受けると信ずるに足りる相当の理由がある場合
　　ロ　第一号に定める公益通報をすれば当該通報対象事実に係る証拠が隠滅され、偽造され、又は変造されるおそれがあると信ずるに足りる相当の理由がある場合
　　ハ　労務提供先から前二号に定める公益通報をしないことを正当な理由がなくて要求された場合
　　ニ　書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。第九条において同じ。）により第一号に定める公益通報をした日から二十日を経過しても、当該通報対象事実について、当該労務提供先等から調査を行う旨の通知がない場合又は当該労務提供先等が正当な理由がなくて調査を行わない場合
　　ホ　個人の生命又は身体に危害が発生し、又は発生する急迫した危険があると信ずるに足りる相当の理由がある場合

（労働者派遣契約の解除の無効）
第四条　第二条第一項第二号に掲げる事業者の指揮命令の下に労働する派遣労働者である公益通報者が前条各号に定める公益通報をしたことを理由として同項第二号に掲げる事業者が行った労働者派遣契約（労働者派遣法第二十六条第一項に規定する労働者派遣契約をいう。）の解除は、無効とする。

（不利益取扱いの禁止）
第五条　第三条に規定するもののほか、第二条第一項第一号に掲げる事業者は、その使用し、又は使用していた公益通報者が第三条各号に定める公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、降格、減給その他不利益な取扱いをしてはならない。
２　前条に規定するもののほか、第二条第一項第二号に掲げる事業者は、その指揮命令の下に労働する派遣労働者である公益通報者が第三条各号に定める公益通報をしたことを理由として、当該公益通報者に対して、当該公益通報者に係る労働者派遣をする事業者に派遣労働者の交代を求めることその他不利益な取扱いをしてはならない。

（解釈規定）
第六条　前三条の規定は、通報対象事実に係る通報をしたことを理由として労働者又は派遣労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをすることを禁止する他の法令（法律及び法律に基づく命令をいう。第十条第一項において同じ。）の規定の適用を妨げるものではない。
２　第三条の規定は、労働基準法第十八条の二の規定の適用を妨げるものではない。

（一般職の国家公務員等に対する取扱い）
第七条　第三条各号に定める公益通報をしたことを理由とする一般職の国家公務員、裁判所職員臨時措置法（昭和二十六年法律第二百九十九号）の適用を受ける裁判所職員、国会職員法（昭和二十二年法律第八十五号）の適用を受ける国会職員、自衛隊法（昭和二十九年法律第百六十五号）第二条第五項に規定する隊員及び一般職の地方公務員（以下この条において「一般職の国家公務員等」という。）に対する免職その他不利益な取扱いの禁止については、第三条から第五条までの規定にかかわらず、国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号。裁判所職員臨時措置法において準用する場合を含む。）、国会職員法、自衛隊法及び地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）の定めるところによる。この場合において、一般職の国家公務員等の任命権者その他の第二条第一項第一号に掲げる事業者は、第三条各号に定める公益通報をしたことを理由として一般職の国家公務員等に対して免職その他不利益な取扱いがされることのないよう、これらの法律の規定を適用しなければならない。

（他人の正当な利益等の尊重）
第八条　第三条各号に定める公益通報をする労働者は、他人の正当な利益又は公共の利益を害することのないよう努めなければならない。

（是正措置等の通知）
第九条　書面により公益通報者から第三条第一号に定める公益通報をされた事業者は、当該公益通報に係る通報対象事実の中止その他是正のために必要と認める措置をとったときはその旨を、当該公益通報に係る通報対象事実がないときはその旨を、当該公益通報者に対し、遅滞なく、通知するよう努めなければならない。

（行政機関がとるべき措置）
第十条　公益通報者から第三条第二号に定める公益通報をされた行政機関は、必要な調査を行い、当該公益通報に係る通報対象事実があると認めるときは、法令に基づく措置その他適当な措置をとらなければならない。
２　前項の公益通報が第二条第三項第一号に掲げる犯罪行為の事実を内容とする場合における当該犯罪の捜査及び公訴については、前項の規定にかかわらず、刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の定めるところによる。

（教示）
第十一条　前条第一項の公益通報が誤って当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有しない行政機関に対してされたときは、当該行政機関は、当該公益通報者に対し、当該公益通報に係る通報対象事実について処分又は勧告等をする権限を有する行政機関を教示しなければならない。

附則
（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日から施行し、この法律の施行後にされた公益通報について適用する。

（検討）
第二条　政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

別表（第二条関係）
一　刑法（明治四十年法律第四十五号）
二　食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）
三　証券取引法（昭和二十三年法律第二十五号）
四　農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（昭和二十五年法律第百七十五号）
五　大気汚染防止法（昭和四十三年法律第九十七号）
六　廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和四十五年法律第百三十七号）
七　個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）
八　前各号に掲げるもののほか、個人の生命又は身体の保護、消費者の利益の擁護、環境の保全、公正な競争の確保その他の国民の生命、身体、財産その他の利益の保護にかかわる法律として政令で定めるもの

ページ10 サブタイトル：[事例]　ギルベイン･ゴールド
ノート：全米専門技術者協会（NSPE）が製作した教材用のビデオ。日本工学教育協会が「字幕つき」ビデオを貸し出している。
　　　　　　　　（あらすじ）
ギルベイン市にコンピューター部品製造会社Zコープの工場がある。その工場からはヒ素や鉛が排出されている。工場から排出される汚水は市の処理場で処理されて、その汚水の入った汚泥から、市は「ギルベイン・ゴールド」という肥料をつくっている。ギルベイン・ゴールドの売り上げの利益は市の収益の一部になっている。

市では有毒物質の廃棄に関する規制があったが、それは一定以上の濃度のヒ素や鉛を含んだ汚水を排出してはならないという規制であった。現在工場では売り上げをのばすために、生産量を五倍にすることが計画されている。濃度はそのままなので、市の基準は満たされている。だがヒ素や鉛の排出量は五倍になる。それによって、「ギルベイン・ゴールド」はヒ素や鉛に汚染され、ギルベイン・ゴールドを肥料に用いてつくられた野菜を通じて、有毒物質が人々の体に摂取されることになるだろう。 　

Zコープ社の環境部門の技術者のデヴィットはこのような危険性を察知して、有害物質の廃棄量を減らすための手段を講じることを上司に進言するが聞き入れられない。また工場は廃棄物に関する社外のアドバイザーを解雇する。デヴィットはそのアドバイザーや専門家の名誉教授に相談する。そしてデヴィットはついに工場の廃棄物の危険性についてテレビ局に内部告発する。物語は、これから自分にふりかかってくるであろう試練にデヴィットが恐れを感じている場面で終わる。

ページ11 サブタイトル：ギルベイン・ゴールドをどう見るか
ノート：主人公デヴィッドの「内部告発(ホイッスル・ブローイング)」は勇気のある行為だと思われるかもしれない。また主人公がテレビ局に内部告発をしたことは仕方のないことだと思われるかもしれない。しかしこの事例のように、一人の技術者が問題を抱え込んでしまうことは望ましいことではない。まず信頼できる仲間や上司、あるいは社外のアドバイザーに相談することが必要ではないか。一方企業の側が、問題をもみ消したり、問題を抱えている社員を解雇したりすることは論外だ。

企業には問題に直面した社員が一人で問題を抱え込むことなく、企業全体で問題を共有して解決できるシステムをつくる義務がある。例えば、この企業に「社員は環境を守るために努力すること」といった文言を含む「倫理綱領」があれば、少しは状況が変わっていたかもしれない。またこの企業の中に、自分が抱えている問題について技術者が相談したり報告したりすることができる倫理担当部署があれば、主人公は内部告発をしなくても問題が解決できたかもしれない。

ページ12 サブタイトル：課題：デヴィットのとりうる対応
ノート：デヴィットは(1)「何もしない」という対応から、(N)「内部告発」にいたるまで、さまざまな行動をとることが可能である。どのような行動をとりうるのかを各自で検討してほしい。

 ---------------

 (1)何もしない
(2)

(3)

　　　　・

　　　　・

　　　　・

(N)内部告発

----------------

            少人数（5・6人）のグループで各自の考えを述べ合って、議論をして、グループとしてのデヴィットのとりうる行動をまとめておく。それを全体に報告し、討論を行う。
講義におけるインストラクター、教員の条件：

内部告発についての知識を有する者、企業等において倫理オフィスの業務経験を持つ者。

科目開発担当者：

黒田光太郎（名古屋大学工学研究科教授）、
伊勢田哲治（名古屋大学情報科学研究科助教授）、

戸田山和久（名古屋大学情報科学研究科教授）、

杉原桂太（南山大学社会倫理研究所非常勤研究員）
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